
水濁法改正の経緯
  

○平成 22年 8月 12日

環境大臣から中央環境審議

会に地下水汚染の効果的な

未然防止対策のありかたに

ついて諮問

○平成 22年 9月 24日～

中環審地下水汚染未然防止

小委員会において審議

○平成 22年 12月 14日～

平成 23年 1月 12日

パブリックコメント手続き

の実施

○平成 23年 2月 15日

中環審会長から環境大臣に

答申

○平成 23年 3月 8日

水濁法の一部を改正する法

律案を閣議決定、同法律案

を国会に提出

○平成 23年 6月 14日

水濁法の一部を改正する法

律が成立

○平成 23年 6月 22日

水濁法の一部を改正する法

律が公布

改正内容概要
地下水汚染の防止対策

地下水汚染の効果的な未然防

止を図るため、水質汚濁防止

法の一部を改正する法律が平

成 23 年６月 14日に成立、６

月 22 日に公布され、平成 24

年６月１日より施行されます。

同法により、有害物質によ

る地下水の汚染を未然に防止

するため、有害物質を使用・

貯蔵等する施設の設置者に

対し、地下浸透防止のため

の構造、設備及び使用の方

法に関する基準の遵守、定

期点検及び結果の記録・保

存を義務付ける規定等が新

たに設けられました。

水濁法の主な改正内容
① 対象施設の拡大

有害物質を貯蔵する施設（有

害物質貯蔵指定施設）等の設

置者は、施設の構造等につい

て、都道府県知事等に事前に

届ける必要があります。

② 構造等に関する基準遵守

義務

有害物質使用特定施設、有害

物質貯蔵指定施設の設置者は、

構造等に関する基準を遵守し

なければなりません。また都

道府県知事等は、当該施設が

基準を遵守していないときは、

必要に応じ命令できます。

③ 定期点検の義務の創設

有害物質使用特定施設又は

有害物質貯蔵指定施設の設

置者は、施設の構造・使用

の方法等について、定期に

点検が必要になります。

④ 既存施設に対する適用

猶予

既存の有害物質使用特定施

設、有害物質貯蔵指定施設

については、構造等に関す

る基準等は 3 年間適用を猶

予されます。
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